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1. はじめに

北海道日本海側には，アラスカのサックリング岬以西の北太平洋側に分布する西部系群に属

するトドが来遊する．トドの来遊期は11月から5月であり，その最盛期は年変化があるものの

概ね1月下旬から2月下旬である． 20世紀初頭以降，このトド個体群に対する捕獲・利用の記

録があり，また1959年からは有害動物としての採捕が開始された．その後， 1993年に起源個

体群の減少と世界的な保護気運の高まりを背景に採捕数の制限が始まり，それ以来近年まで起

源個体群は回復傾向にある．それに伴い，近年では深刻な漁業被害が報告されてきた．そこで，

水産庁は、2007年に後述する科学的情報に基づく生物学的許容採捕量（PBR1）による管理の

考え方を示し、また2010年からは5年間のPBRの総量で管理を行うブロック・クオータ制を採

用した．なお，トドは平成10年に環境省レッドリストで絶滅危惧Ⅱ類に選定されたが、平成24
年に準絶滅危惧種にダウンリスティングされている．

ところで，上記のPBRを適用するにせよ，あるいは他の管理手法を用いるにせよ，資源評価

や管理に最も大きく寄与する情報は来遊資源量の推定値である．日本海側トド資源の場合，そ

の来遊資源量の推定を目的とし，2005年より毎年北海道日本海側において航空機広域調査が実

施されている．この調査は，5年を一つのフェーズとし，2005～2009年，そして2010～2014
年の期間でそれぞれ実施されてきた．このような調査により，客観的情報に基づく資源評価お

よび資源管理を実践することが可能になりつつある．

近年では最新の資源量調査に基づいたPBR法を用いることにより，資源にとって生物学的に

安全な間引き可能数を算出し(混穫含む309頭/年，採捕数=257頭/年)，5年のブロック・クォー

タ制をベースにした資源管理方策を提示している．ところで，PBRに限らず資源管理手法を考

える際に，管理目標を設定することが望ましい．目標を掲げない資源管理は場当たり的になり

かねない．通常管理目標は，資源的な枯渇や絶滅のリスクを抑える側面と，資源を利用する側

の利益を考慮した側面の妥協点を探る事となる．このように目標を定めることで，それに応じ

た管理手法を提示可能な枠組みを構築できる．

そこで「トド管理基本方針の見直しに向けた検討会」では，現状で利用できる情報を基に，

管理基本方針検討の基礎となる資源評価を試みた．また，この結果を利用し，個体群動態の将

来予測シミュレーションを通し，管理方針の検討を行った．より具体的には，アジア資源のう

ち北海道日本海側に来遊する分集団を単一の集団と見なし、個体群の将来の確率的変動を考慮

し、合わせて以下の付随的基準を設け、リスク評価を行った。 

(1) 30年後の来遊個体群の個体数が現在の水準の20％以下となる確率が5％未満となるこ

と 

(2) 100 年以内に来遊個体群が絶滅する確率が 10％未満であること
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２．資料 
2.1 過去の捕獲統計 
北海道北部における捕獲頭数の時系列として2つのシナリオを用いた（図1）．両シナリオと

もにおいて，1958~1993年の捕獲統計に毎年20頭の生存捕獲があったこと，そして1994年以降

の混獲報告数に対して安全係数1.3倍を乗じていることは共通であるが，1958年以来「揚収」「海

没」「傷害」の３カテゴリーに分類されてきたうちの「傷害」に関して： 
シナリオ１:傷害のうち8割が死亡 
シナリオ２:傷害のうち５割が死亡 

を想定した．なお，1957年以前は利用できる正確な記録がないことから，動態再現に際しては

1958年以降の捕獲頭数を用いることとする． 

 

図1. 人為的間引き数の時系列（シナリオ1およびシナリオ２） 
 
2.2 来遊資源量の推定値 
来遊資源量の調査は，水産総合研究センター北海道区水産研究所が主体となって実施してい

る．2005～2009年の第1期，そして2010～2014年の第2期が実施された．ただし，2014年度調

査の資源量推定値は集計中であり，本解析には利用しない． 
調査海域は図1に示すように3つのブロックに分割されているが，各ブロックにおける資源量

推定の精度を高く保つことが難しいこと，そして気象条件によりデータが欠損するブロックが

生じる年があることから，5年間の資源量の平均値（第2期は4年間）を資源量推定値として利

用する． 
また先述の通り，トドの来遊最盛期は概ね1月下旬〜2月下旬と考えられるが，この時期は荒

天により調査実施が不可能であり，これまで3～5月に実施されている．調査時期が来遊盛期で

は無いため，延べ頭数数万頭のオーダーとなる漁業者による目視状況資料（北海道庁集計）を

用い，調査時期の資源量を最盛期の個体数に補正している．  
なお，トドの来遊開始時期は11月であり，トドの滞在期間が暦年を跨ぐことから，ここでは

年の定義を来遊開始時に合わせる（これをトド年と呼ぶことにする）．すなわち，資源量推定

値は調査年より1年前の値とする（2005年調査による資源量推定値は，名目上は2004年の資源

量推定値とする）． 
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３．個体群動態の推定と採捕数のチューニング  
3.1 プロダクションモデルの資源動態モデルの推定 
 トドの来遊資源動態を表すモデルとして，以下のようなプロダクションモデル2を利用する． 

1 1
z

t
t t t t

NN N rN C
K+

  = + − −     
 

ここで， tN はt年初めの資源量であり， tC はt年の採捕数，そしてrおよびKはそれぞれ内的増加

率3と環境収容力4を表すパラメータである(Zは密度効果の度合いを示すパラメータで，ここで

はz=1と仮定)．また，t年の資源量推定値を ˆ
tN とおき，これに対数正規モデル5 

2 2ˆlog ~ ( log , )t t tN N N cvt +  

を仮定する．ただし， 2t はモデルの誤差， tcv は資源量推定値の変動係数6を表す． 

図2. 北海道日本海側での航空機調

査エリア 

図3. 北海道日本海側での航空機

調査による資源量推定値(来遊最

盛期に補正済)． 
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ここで未知パラメータは， 2, ,r K t のほか，1958年における環境収容力に対する枯渇率

1958 1958 /D N K= も未知パラメータである．したがって，原理上は4つのパラメータ 2
1958, , ,r K D t

を推定する必要がある．しかしながら，５年平均の資源量推定を利用するため，資源量が2点
しか無い．そこでモデルエラーを考えず(t 2 =0)，また内的自然増加率は鰭脚類の管理で一般的

に利用されるr=0.12を中心にr=0.10, 0.12, 0.14を既知の値として仮定し，Kと 1958D を最尤法7によ

り推定する．

2
2
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3.2 10年後の資源レベルを目標にした年間採捕数の計算 
 推定された個体群動態(1958~2013年)を基にし，将来の人為的間引き数を求めた．すなわち，

10年後である（トド年）2024年初めの資源量が直近の資源量推定値の50,60,70,80％となるよ

うに人為的間引き数をチューニングした結果を示す．ただし，毎年の人為的間引き数は10年間

一定と仮定した．

3.3個体群動態の推定と採捕数チューニングの結果 
 図4は上記のモデルで推定された個体群動態と採捕数チューニングの結果を示している．捕獲

頭数シナリオ１と２，そして内的自然増加率r=0.10, 0.12, 0.14のいずれの値を仮定した場合に

おいても1958年当時は環境収容力の20%程度にまで減少していたことが示唆されるが，その後

は資源状態を環境収容力の50％程度まで回復させていることが分かる． 
これらの結果を基に，10年後の資源量が現存資源量の50~80%に減少するようにチューニン

グした年間採捕数を計算した結果も図4中に示している．この結果から，仮定する捕獲頭数の

シナリオは個体群動態の推定結果に大きな影響を与えないこと，そしてチューニングされた

採捕数は内的自然増加率の値の変化に対して感受性が低いことが示された．
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図4. 推定された個体群動態と採捕数チューニングの結果．上段はシナリオ１，下段はシナリオ

２の捕獲頭数時系列を利用．仮定した内的自然増加率（r）は左から順にr=0.10, 0.12, 0.14．図

中の数字は，10年後に現存資源量のXX％(XX=50～80)に資源量が減少するような年間採捕数．

図中のピンク，黄色，緑の領域は環境収容力の0～25％，25～50％，50～100％の範囲を表す． 
 
4. 過程の不確実性を考慮した確率的なリスク評価 
次に個体群における将来の確率的変動を考慮したリスク解析を行う．ここでは2014年以降の

個体群動態に過程誤差8を考慮し，先述の間引き頭数による捕獲を継続した場合に枯渇および絶

滅がどのような確率で生じるかを評価する．利用するモデルは以下 
の通り:  
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ここで， σは過程誤差の程度を表すパラメータで，今回は調査データだけでは推定できな

いが，ここでは σ=0.04 および 0.08と仮定し，決定論的に求めた捕獲頭数による資源量の確

率的挙動を考察する． 
これに加えて，管理11年目以降の管理法についても検討した．今後これまで同様に5年に一度

の調査が実施されるとし(変動係数=0.15を仮定)，11年目以降はその資源量推定値から算出され

たPBRを基に捕獲枠を更新することを想定した．表1はシミュレーションにより評価した今後

30年間の捕獲ルール(HCRs)であり，HCR5およびHCR8が10年後に資源量を現存の60％に減少

させる捕獲をベースにした捕獲ルールである（管理目標を現存の50％に減少させることにする
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と、この結果は付随基準を満たさなくなり、リスクが大きいことが判明）．それ以外の捕獲ル

ールは比較のために掲載した．なお，シミュレーションの繰り返し数は1000回である． 
表１．シミュレーションにより評価した今後30年間の捕獲方法（HCR） 

HCR  捕獲数 注 

1 0 今後人為的死亡無 
2 PBR=0.5*rmax*Nt,min*FR   (2014~2043) FR=0.5, rmax=0.12  

3 PBR=0.5*rmax*Nt,min*FR   (2014~2043) FR=1.0, rmax=0.12  

4 C=FC.N50%=659  (2014~2023) 
PBR=0.5*rmax*Nt,min*FR (2024~2043)  

2024年(H36)初めに資源量を現状の50%に

減．PBRのFRは1.0を仮定 

5 C=FC.N60%=604  (2014~2023) 
PBR=0.5*rmax*Nt,min*FR (2024~2043)  

2024年(H36)初めに資源量を現状の60%に

減．PBRのFRは1.0を仮定 

6 C=FC.N70%=546  (2014~2023) 
PBR=0.5*rmax*Nt,min*FR (2024~2043)  

2024年(H36)初めに資源量を現状の70%に

減．PBRのFRは1.0を仮定 
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C=FC.N50%=659  (2014~2023) 
PBR=0.5*rmax*Nt,min*1 (Nt/K ≧ 0.5)  
PBR=0.5*rmax*Nt,min*FRt (0.25<Nt/K ≦ 0.5) 
(2024~2043)  
PBR=0 (Nt/K < 0.25)  

2024年(H36)初めに資源量を現状の50%に
減． 
PBRのFRは推定される枯渇レベルに応じ
て調整：FRt = 4*(Nt/K-0.25)  
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C=FC.N60%=604  (2014~2023) 
PBR=0.5*rmax*Nt,min*1 (Nt/K ≧ 0.5)  
PBR=0.5*rmax*Nt,min*FRt (0.25<Nt/K ≦ 0.5) 
(2024~2043)  
PBR=0 (Nt/K < 0.25)  

2024年(H36)初めに資源量を現状の60%に
減． 
PBRのFRは推定される枯渇レベルに応じ

て調整：FRt = 4*(Nt/K-0.25)  
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C=FC.N70%=546  (2014~2023) 
PBR=0.5*rmax*Nt,min*1 (Nt/K ≧ 0.5)  
PBR=0.5*rmax*Nt,min*FRt (0.25<Nt/K ≦  0.5) 
(2024~2043)  
PBR=0 (Nt/K < 0.25)  

2024年(H36)初めに資源量を現状の70%
に減． 
PBRのFRは推定される枯渇レベルに応じ

て調整 
FRt = 4*(Nt/K-0.25)  

 

 
 

図5.異なる過程誤差(σ=0.04および0.08)と採捕ルール（HCR5および8）の下での資源動態(左上)，採捕数

(右上)，30年後の枯渇率(左下)および30年間の平均年間採捕可能頭数. 左上パネルの黒，オレンジ，赤の

線は各々中央値，下限10％および下限5％を示す（次頁に続く）． 
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図5．続き. 
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(A) σ=0.04 

 
(B) σ=0.08 

 
図 6．異なる過程誤差の下での採捕ルールの比較．上段の図の赤星印は下限 5%．枯渇率を表す図の

鎖線は，現存資源量の 60% (環境収容力の 32.6%)および 20% (環境収容力の 10.9%)を示す． 
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図5はHCR5およびHCR8を用いたときの資源動態，採捕数，30年後の枯渇率などの様子を示し

ている．過程誤差にかかわらず，いずれの採捕ルールにおいても11年目以降にPBRをベースに

した管理を採用している為に，資源レベルは回復することとなる． 
図6は10年後および30年後の枯渇レベルを示している．採捕ルール５又は８のいずれを用い

た場合でも，当然10年後の枯渇レベルは現存資源量の60% (環境収容力の32.6%)を中心に分布

する．また，30年後の下限5%の値がいずれも現存資源量の20% (環境収容力の10.9%)より大き

い．したがって，管理目標の付随基準(1)「30年後の来遊個体群の個体数が現在の水準の20％
以下となる確率が5％未満となること」を満たす．なお，このシミュレーションでは100年後の

動態まで計算していないが，PBRの継続的な使用を前提とする限り採捕による資源枯渇のリス

クは皆無であり、当然100年後は30年後よりも安全となる．したがって，採捕ルール５および

８は付随基準(2)「100年以内に来遊個体群が絶滅する確率が10％未満であること」も当然満た

す．なお，内部的に枯渇レベルに応じて閾値を設けている採捕ルール8の方がリスク回避の意

味では効果が高い． 
 
5．結語 
 ここでは，個体群動態として簡易的なプロダクションモデルを利用して資源の動態を予測し

た．またそれを基に， 10年後の管理目標に応じて決定論的に採捕数をチューニングし，その

影響および管理見直し後11年目以降の管理の在り方をシミュレーションにより検討した．現在

の限られた資源量情報の下では今回の様に簡易的なモデルを利用せざるを得ないが，これから

5年後10年後と年月が経過するにつれ個体群の特性に関する情報も蓄積する．そうした情報蓄

積を考慮した資源管理のシミュレーションを実施することにより不確実性をある程度低減さ

せる事も可能ではあるが，今回は11年目以降の採捕数決定により安全なPBRを利用することを

想定したため，このようなフレームワークを取り入れていない． 
 リスク評価のシミュレーションにおいて過程誤差を取り入れた．過程誤差の程度はリスク評

価に大きな影響を与えるが，σ=0.04を仮定したシミュレーションの軌跡および分布が比較的現

実的なのに対し，σ=0.08では個体群が本来起こり得ない環境収容力の超過が頻発するなど非現

実的挙動を示したため，どちらかと言えばσ=0.04の方が実態に即していると考えられる．将来

資源量推定値の時系列が長くなるにしたがってσの推定も可能となり，より客観的な評価が可

能となろうが，ここで想定した2つの値は想定すべき範囲を充分カバーしていると考えられる．

なお，採捕実施の不確実性について，ここでは示していないが，年間捕獲枠×5を5年のブロッ

ク枠とし，その年度配分を15％を限度に自由に変動させてもリスク指標に大きな影響は与えな

いことが示された．不確実性の扱いという意味では，今後パラメータのインプット値や推定誤

差も考慮可能なモデルとすることにより，不確実性に頑健な管理方法の開発が可能となろう． 
本稿に示したように，今後10年間604頭の採捕，そして11年目以降のPBRの適用（内部的な

閾値を取り入れることも含む）をベースにした管理は，「トド管理基本方針(案)」の項目IVに記

載の管理目標を達成する．5年後に予定されている再評価では，上述の課題も考慮した管理の
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在り方が，トドと漁業の共存に向けたより適切な管理目標の設定と供に議論されることが望ま

れる．  
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用語リスト 
 

1
PBR：生物学的許容採捕量(Potential Biological Removal)．米国海棲哺乳類保護法

(Marine mammal protection act)において使用される人為的死亡の許容基準で，個体

群を、自らの有する生産力を最大限利用可能な水準（K/2）以上に維持すること

を目的とした、強い保全的指向を持った管理方策．次式で与えられる：PBR=0.5 x 

Nmin x Rmax x FR．但し Nmin, Rmax, および FRはそれぞれ最小資源推定量(確率的誤

差の安全分を考慮した資源量推定値)，最大純生産量（下記 3 とほぼ同義だが、こ

こでは自然死亡も含んだ増加ポテンシャル）および回復係数．回復係数には 0.1

〜1.0 の間の数値を資源状態に基づき適用する．  

2
プロダクションモデル：個体群のロジステック成長を仮定した動態モデル. つま

り個体群の増加速度が，環境収容力（K：下記 4 参照）に対する飽和の度合いに

比例すると仮定する。 

3
内的自然増加率：個体群動態モデルにおいて個体群の増加ポテンシャルを示すパ

ラメータ．雌の年間産出子数や初回繁殖年齢により変化する． 

4
環境収容力： 一切の採捕がない場合に資源が増加可能な上限の水準．採捕が開始

される前の水準であり処女資源水準と同義．通常のプロダクションモデルでは，

長期間に亘り一定の値を持続することを仮定している． 

5
対数正規モデル：対数を取ることにより確率分布が正規分布となるモデル. 

6
変動係数：データの標準偏差を平均値で除した数値．数値が大きいほどデータの

バラ付きが大きい． 

7
最尤法：パラメータ推定のための統計学的手法． 

8
過程誤差：モデル化された過程に内在する確率的変動を表す誤差．「観測誤差」と

の並列的な概念である． 
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